



身を｣ という建学の精神のもと 1953 年に設立された本








淡路大震災, 新潟中越沖地震, 東日本大震災, 熊本地震,
そして今秋 (2019 年) の台風 19 号被害においても, そ
の伝統は引き継がれている.
また 1983 年に名古屋市から美浜町に総合移転した後
も, 知多半島総合研究所 (1988 年), 知多ソフィア・コ
ンソーシアム (1996 年), 半田キャンパス開設 (1995 年)
にあたっては, 生涯学習センターを併設するなど, 美浜
町, 半田市, 高浜市など自治体連携を進めてきた. さら
に東海キャンパス開設 (2015 年) により東海市, 知多




(第 1 条) と ｢持続可能な地域社会の構築に貢献する指











んだサービスラーニング (2008 年～) と, 全学で取り組
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の実践型教育の強化を通じて｣ (2004 年, 現代 GP),
｢知タウンシップによる教育イノベーション－公私協力
による生涯学習事業と連携した実践的学部教育｣ (2006
年, 特色 GP), ｢列島横断広域型大学連携 eラーニング
コンソーシアムによる新たなる高等教育の地域展開｣




















ト調査などから, ｢2 年生の 1 年間がつまらなかった｣,
｢2 年のときはアルバイトばかりしていた｣, そんな声が




うに, 1 年次から ｢総合演習｣ を設けて, ゼミナールを
通して丁寧な導入教育をしてきた. また専門家養成にむ
けて, 実習や演習, 専門演習 (｢社会福祉専門演習Ⅰ・
Ⅱ｣) といった 3・4年次における専門教育を充実させよ













発され, 普及してきた. 一定期間, 学生たちが地域貢献













配置すること. 2. 知多半島をフィールドとして, NPO
法人と協働すること. 3. 財源を確保するために文科省
の競争的資金を獲得すること.
1. については, 当時, 日本青年奉仕協会の職員で,
アメリカでサービスラーニングを研究してきた村上徹也
氏を招聘することにした. 2. では, 知多半島の NPO法
人の中間支援組織としての ｢地域福祉サポートちた｣ に
協力を依頼し, 具体的な実施方法について検討をはじめ




己発見と学びの展開－｣ (2008 年度～2012 年度) が採択
された. 当時は, 初年度は準備期間に当てることができ
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たことから, 村上氏のコーディネートのもと, 実際に教
職員でアメリカへの視察 (George Mason University,
University of Maryland, Georgetown University と
いった大学や Corporation for National and Commu-





























そこで社会福祉学部では, 2 年次のゼミ科目 (社会福
祉基礎演習・フィールド実践演習) では, 1 年次で身に
つけてきた幅広く物事を捉え, 読み, 書き, 表現すると
いう力を, さらに深めて確実なものにしていくことを一
つの目的とした. こうした 2年次に身につけるべき力を





捉え, 下記 3つの力の総称としている. ・真実を探求す













サービスラーニングによって, ｢市民性｣ を育む, あ
るいは市民社会の担い手として ｢自己形成力｣ を高めて
いくことを教育プログラムの狙いとしている. 具体的に


































ト, グループレポート, 学習発表, 授業参画度, 活動参






の ｢自己形成力｣ の達成度, ②プロクラムに関与した教
職員の介入・支援のあり方, ③プログラムの効果, ④体
制・組織の課題について点検, 検討を含め考えたもので












10 年間, サービスラーニングに取り組んできて, 本
学部らしい特徴として次の 3点をあげることができる.
特徴 1：｢市民性を育む｣ にあたっての 3つの柱
1 ) ｢2 年次教育｣ を意識したこと
















1 . 地域の課題解決をしている NPOの活動に直接触
れること






















3 ) 知多半島の NPOとの協働























クション｣ を重視し, その時の ｢気づき｣ を積み重ねて
いくことで ｢自己形成力｣ と ｢市民性｣ を高めてきた.
その結果を個人の内省だけで終るのではなく, グループ
ディスカッションやポスターセッションなどのいろいろ





生』 『NPO (活動先)』 『大学』 の三者による ｢トライア




COC (Center of Community) ｢地 (知) の拠点整備





業｣ によって, 本学では Cラボ美浜を設置した. また
2013 年度は ｢私立大学等改革総合支援事業｣ の ｢地域
連携タイプ｣ で採択を受ける. こうした取り組みのなか
で, 2014 年度に ｢持続可能な 『ふくし』 を担う 『ふく
し・マイスター』 の養成｣ で採択される. (2013 年には
申請するが不採択であった)
さらに 2015 年度は ｢地 (知) の拠点大学による地方




とであった. この事業は ｢全学部｣ で取り組み, ｢全員




















｢自己形成力｣ とは, 本学教育の基盤である ｢教育標





の 3 要素で構成する. ｢自己形成力｣ は地域住民の一員
としての市民性の基礎となる.
住民として地域課題に主体的に関わり続けるには, 生
涯学び続ける意欲, 地域の ｢他者｣ とつながって課題を
やりとげる力が必要である. この ｢自己形成力｣ に加え,
地域への関心を持ち, 絶えず地域社会の一員であること
を念頭に置き, 地域との付き合い方を身に付けておく必
要がある. これらを ｢地域志向性｣ とし, その姿勢と





























礎力, 地域課題を見据える ｢ふくし｣ の視点を身に付け,
ボランティア精神とリーダーシップを発揮して地域課題
の解決に身をもってあたることができる人材をいう.｣
とし, その要件を ｢本学が定める地域志向科目を 10 科


















｢成績評価の方法｣ の項目に加えて, 5 つのステップ
(ふくしコミュニティプログラム)〈地域を知る, 地域を





運営と, 学部間共通教育である外国語, 情報, スポーツ
の移管科目の教育計画を担うとともに, 正課教育を取り
巻く, ICTをはじめとする諸々の教育技術や教育手法
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2 1 前期 講義※オンデマンド








































いく. 1.地域を知る, 2.調べる, 3.関わる, 4.深める,
5. 成果をまとめる. こうした学習を, 全学部の 1 年次
のゼミのなかで取り入れ, 全員履修科目として全学生が







ひとつは大きな成果として, ｢学部教育｣ と ｢全学教
育センター｣ の教育プログラムを融合した 4年間の教育
体系 (10 科目 20 単位＋リフレクションの履修) を構築
できたことである. 学部教育として, 通学課程全学部で
｢地域志向科目｣ の設定, ｢ふくしコミュニティプログラ
ム｣ の導入を行った. また全学教育センターでは, 学部
共通のオンデマンドによる教材開発と ｢リフレクション｣
のシステム開発を行った. 各学部による専門教育を活か
しながら, 全学的に ｢地域連携教育｣ に取り組むための
仕組みとして実施できたこと.






論を参考に ｢ふくしコミュニティプログラム｣ という 5
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別表 2 日本福祉大学 COCの概略図
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別表 3 日本福祉大学 地域連携教育と多職種連携教育の関連図
